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第１２章 

 

民主主義はなぜ性的少数者を保護しないのか？ 

―民主主義と寛容性の交互作用の観点から― 

 

加藤 蒼貴 

 

 

要約 

 

現在、性的少数者の権利保護への関心が高まっており、そのような権利保護の要因につい

ての研究が進んでいる。しかし、既存研究では、一部の地域に限定した研究が多く、世界規

模の研究は少ない。また、民主主義か否かと性的少数者の権利保護との間には関連がないと

いう知見が得られているが、その理由は追及されていない。そこで、本稿では、2017 年の

性的少数者に対する法的保護状況のデータセットを構築した上で、民主主義指標と、性的少

数者に対する寛容度の指標との交互作用項を用いて、民主主義が性的少数者の法的保護に

与える影響のメカニズムを検証した。分析結果からは性的少数者への寛容性が高い地域で

は民主主義の国ほど性的少数者の権利保護が拡充していくが、性的少数者への寛容性が低

い地域では、民主主義は権威主義国と同程度に性的少数者の権利保護に消極的になること

が明らかとなった。性的少数者の法的保護の拡充の上で、性的少数者への寛容性が高い国で

は、民主化を進めることが重要であるが、性的少数者への寛容性が低い国では、性的少数者

への偏見を是正するとともに、国際的な圧力によって権利保護を訴えていくことが重要で

あると考えられる。 

 

 

１．はじめに 

 

近年、国際的に性的少数者166の権利保護が進んでいる。2012 年時点では、世界で 10 ヵ

国のみが同性婚を導入しているに過ぎなかったが、2022 年現在では同性婚導入国数が 31

ヵ国となっており、導入ペースは高まっている。また、日本においても、2015 年から自治

 
166 性的少数者とは、同性愛者などの性のあり方が一般的なものとは違った人を指し、しば

しば LGBT と表記される。LGBT はそれぞれ Lesbian (女性同性愛者)、Gay (男性同性愛

者)、Bisexual (両性愛者)、Transgender (性自認が生物学的な性別と異なる人) の頭文字で

ある。また、LGBT に Queer (性的少数者又は LGBT に当てはまらない性的少数者) と

Questioning (性自認や性的指向が定まっていない人) を加えた LGBTQ、Intersex (身体的

な性が一般に定められている男性や女性に当てはまらない人)を加えて LGBTI と表記する

こともある (cf. 齊藤 2019)。https://tokyorainbowpride.com/lgbt/ (2022 年 11 月 17 日)。 
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体におけるパートナーシップ制度が導入され、2021 年 3 月には同性婚を認めないことは法

の下の平等を定める憲法 14 条 1 項に反するという判決が札幌地方裁判所で下されるなど、

性的少数者に対する関心や理解が徐々に増えつつある167。 

確かに国際的には、同性婚合法化を中心に、性的少数者の権利を保護する法制度が広まり

はじめているが、世界全体を見てもそのような制度が一般に浸透しているとまでは言えな

い。例えば、同性婚合法化の導入ペースは高まっているものの、未だ世界全体の 2 割の国が

導入しているにすぎない168。また、一部の国や地域では、依然として同性愛が懲役刑や死刑

などの厳罰の対象となっている。 

既存研究では、このような性的少数者の法的保護が拡充する要因がいくつか指摘されて

いる。Ayoub (2015) は、EU 加盟国内で性的少数者の権利保護が普及する要素として、国

際的な LGBT 権利保護団体の存在が影響を与えることを示唆している。また、Helfer and 

Voeten (2013) では、欧州裁判所の判決が性的少数者の法的保護の拡充に正の影響があるこ

とが明らかになっている。 

このように、性的少数者の権利保護の規定要因の研究が進んでいるが、既存研究にはいく

つかの課題が指摘できる。第一に、既存研究は一部の地域の観察が中心で、地域横断的なデ

ータは用いられていない研究が多い。一部の地域に事例を限定することで、政治体制や宗教

的要因などの地域的な偏りのある要因を考慮できない問題がある。例えば、EU を分析対象

とすると (Ayoub 2015)、民主主義体制と非民主主義体制の比較が難しく169、イスラム教な

どの性的少数者の権利保護と負の関連 (e.g. Asal et al. 2013) を持つ宗教的背景のある国で

の知見の一般化可能性にも留保が置かれることになるだろう。第二に、政治体制が性的少数

者の権利保護に影響を与えるメカニズムについては疑問が残されている。例えば、民主主義

体制の国であれば、市民的自由が保障されやすく、性的少数者の自由も尊重されやすいと思

われるが、既存研究では民主主義の影響は負に有意や統計的に関連がないなど、解釈が難し

い結果が出ており (Asal et al. 2013; Ayoub 2015)、それらの理論的な説明も少ない。 

上記の問題意識から、本稿は、既存研究ではメカニズムが定かでない民主主義体制の影響

に着目し、2017 年の 36 ヵ国の性的少数者に対する法的保護状況のデータセットを構築し

た上で、民主主義が性的少数者に対する法的保護を進める (進めない) メカニズムを理論

的・実証的に明らかにする。本稿は、民主主義の特徴を市民の選好が政策決定に反映される

政治体制と捉え、性的少数者に対する寛容度が低い場合には、そのような市民の選好が法的

保護の拡充を阻害することを主張する。分析結果からは、民主主義は単独では性的少数者の

法的保護と関連はなく、性的少数者への寛容性が高い地域でのみ、法的保護の拡充を進める

ことが明らかになった。 

 
167 札幌地判令和 3 年 3 月 17 日裁判所 HP 参照 (平成 31 年 (ワ) 267 号)。 
168 http://emajapan.org/promssm/world (2022 年 10 月 27 日)。 
169  https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=CELEX%3A12016M049 (2022

年 10 月 31 日)。 
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続く第 2 節では、既存研究で指摘されている性的少数者の権利保護の規定要因を整理し、

第 3 節では民主主義が性的少数者に対する法的保護を拡充するメカニズムについて、性的

少数者への寛容性に着目した理論仮説を導出する。第 4 節では本稿の理論仮説を検証する

ためのデータと分析手法について説明を行い、第 5 節では分析結果の議論を行う。最後に、

第 6 節では議論によって得た知見をもとに、性的少数者への法的保護を進めるための示唆

を提示したい。 

 

 

２．先行研究 

 

２－１．性的少数者の権利保護の規定要因 

 

性的少数者の権利保護の規定要因について、既存研究の知見の整理を行う。まず、第一に、

国際的な組織の影響が指摘されている。たとえば、EU 加盟国内では、EU という地域連合

そのものが作用し、性的少数者への法的保護が進むことが示唆されている (Ayoub 2015; 

Swimelar 2017)。加えて、欧州裁判所の判決 (Helfer and Voeten 2013) や国家をまたぐ

LGBT 団体の存在 (Ayoub 2015) も性的少数者の権利保護に影響を与えると示唆される。

また、性的少数者の権利保護を阻害するような規定要因としては、Asal et al. (2013) は、

コモンローの国では、性的少数者に否定的な判決基準が参照されるため、性的少数者のため

の法制度の採択数が減少することを明らかにしている。 

驚くべき知見の一つは、性的少数者の権利保護と民主主義の水準との間には強い関連が

ないというものである。Ayoub (2015) は EU12 カ国の比較では、民主主義の水準と性的少

数者の権利保護との間にはむしろ負の相関があり、新規加盟国を含めると統計的に有意な

関連が失われるという結果を報告している。また、Asal et al. (2013) では、民主主義国ほ

ど、同性愛行為の合法化のタイミングは早いが、横断的な比較では民主主義の水準は合法化

と統計的に有意な関連がないとされる。 

上記のように、性的少数者の権利保護の規定要因について、研究の蓄積があるが、本稿が

注目する民主主義と性的少数者の法的保護との関連については一貫した関連がないか、と

きに負の関連すらあるという直感に反する結果も得られている。そこで、本稿では、民主主

義がなぜ性的少数者の権利を保護しない場合があるのかという問題を考えたい。 

 

２－２．性的少数者に対する寛容性の影響と要因 

 

このような民主主義と性的少数者の権利保護との奇妙な関係を説明する鍵として、市民

の文化的要因があるかもしれない。まず、性的少数者に対する寛容性については、宗教的要

因の影響が強いことが明らかとなっている。例えば、イスラム教は性的少数者に対して否定
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的であり (Hooghe et al. 2010)、実際にイスラム教徒が多い国では同性愛行為が非合法化さ

れている可能性が高い (Asal et al. 2013)。イスラム教が性的少数者の権利保護を阻害する

原因として、クルアーンの逸話を同性愛禁止と捉えていることが考えられる  (大形 

2019)170。また、聖書やコーランなどを第一とする宗教的原理主義的な傾向を持つ人物は、

性的少数者に対して寛容でないことも示唆されている (Laythe et al. 2002; Sherkat et al. 

2011)。 

一方、宗教的要因によらない性的少数者の寛容性の問題もある。Andersen and Fetner 

(2008) では、民主主義国 35 ヵ国の同性愛への寛容性について、国民所得の不平等が拡大す

るにつれて、同性愛への許容度が低下することが示されている。また、Sherkat et al. (2011) 

では、アメリカ国内において、共和党支持者や保守派は同性婚に反対しやすいことが明らか

となっており、性的少数者への寛容性が低いことがうかがえる。加えて、Brewer (2003) は、

平和主義者は性的少数者の権利を保護する政策を支持しやすく、性的少数者に対して寛容

であるという。 

次節では、このような性的少数者に対する寛容性の違いが、民主主義が「民主的に」性的

少数者の権利保護を抑制する可能性を主張する。 

 

 

３．理論仮説 

 

３－１．性的少数者に対する寛容度と民主主義 

 

一般市民が主権者となる民主主義は、市民の自由との関わりが深い政治体制である171。し

かし、既存研究では、民主主義体制の国ほど、性的少数者の権利保護が進むという一貫した

結果は得られていない。 

本稿は、このような問いに対して、性的少数者に対する寛容性が背後で影響することを主

張する。性的少数者への寛容性は国によって違いがあり、必ずしも民主主義体制と結びつい

ているものではない。例えば、セルビアは民主主義国であるが、性的少数者に対する寛容度

が低い172。民主主義国では、民主主義の水準が高まるほど、一般市民の政策選好が政策決定

に反映されやすいため (e.g. Acemoglu et al. 2015)、性的少数者への寛容性が低い社会では、

民主的なプロセスを通じて、有権者の性的少数者に対する寛容度の低さが性的少数者の権

利拡充を阻害するという状況が生まれるのではないかと考えられる。 

上記のメカニズムが機能する場合、性的少数者への寛容性の違いによって、民主主義の水

 
170 しかし、一部ではあるがこのクルアーンの逸話を同性愛禁止だと捉えないイスラム学者

も存在する (cf. 大形 2019)。 
171 https://freedomhouse.org/about-us (2022 年 11 月 17 日)。 
172 http://en.gsa.org.rs/wp-content/uploads/2012/08/Research-Prejudices-Exposed-2010 

-GSA.pdf (2022 年 11 月 17 日)。 
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準が性的少数者の法的保護に与える影響が異なると推察される。具体的には、民主主義国で

は、性的少数者への寛容性が高いほど、性的少数者への権利拡充が進むが、寛容性が低い場

合には、権利拡充が進まない。したがって、以下の仮説が導出できる。 

 

仮説１ 性的少数者への寛容性が高い場合のみ、民主主義体制であることが性的少数

者の権利保護を促進する。 

 

３－２．その他の要因 

 

その他の要因として、いくつかの統制変数を考慮する。第一に、選挙制度の影響がある。

選挙制度は、大きく多数代表制と比例代表とに分類されるが、このうち比例代表制は、少数

派の代表に重点を置いた選挙制度であり (Norris 1997)、市民の政治的有効性感が高まり投

票率が向上することもあって (Karp and Banducci 2008)、多数代表制に比べて、少数派の

意見が取り入れられやすいと考えられる。よって、選挙制度に比例代表制を採用している国

はそれ以外の国と比べて、性的少数者の意見が反映されやすく、性的少数者の権利保護が進

んでいるだろう。第二に国際機関の影響がある。Ayoub (2015) や Swimelar (2017) では、

EU という地域連合への加盟が性的少数者の法制度導入に正の影響を与えることが明らか

となっている。最後に、前節で述べた通り、イスラム教国は性的少数者に対する法制度の採

択状況に対して負の影響を与えることが示唆されている (Asal et al. 2013)。以上の三つの

要因は、その影響に一定の関心があるものとして統制変数に投入する。 

 

 

４．データと方法 

 

４－１．データ 

 

上記の理論仮説を検証するために、2017 年の性的少数者に対する法的保護状況、民主主

義指標、性的少数者に対する寛容度を集約したデータセットを構築した。頑健性の確認のた

め、民主主義指標は Polity 5 と Freedom House の 2 種類のデータを用い173、二通りの分

析を実施した。分析対象国はデータセット内で欠損値が確認されなかった国で、Polity 5 の

民主主義指標を用いた分析では 35 ヵ国、Freedom House の民主主義指標を用いた分析で

は 36 ヵ国が含まれる。 

従属変数には、「The International Lesbian, Gay, Bisexual, Trans and Intersex 

Association」のサイト174に基づき、性的少数者に対する法的保護状況のデータを用いた。

 
173 2 種類の民主主義指標は既存研究から選定した (cf. Asal et al. 2013; Ayoub 2015)。 
174 https://ilga.org/ (2022 年 10 月 27 日)。 



172 

 

この変数では、性的少数者に対する法的保護の状況を三段階で捉え、同性愛について、同性

婚またはそれに近い制度を導入している国を 3、同性婚やそれに近い制度がない国を 2、同

性愛が懲罰となる国を 1 とした。 

次に理論的に関心のある独立変数として、性的少数者に対する寛容度を用いた。性的少数

者に対する寛容度は、World Values Survey (世界価値観調査) のデータ175に基づき作成し

た。World Values Survey は、世界各国の市民を対象とした国際比較調査であり、各国の個

人の価値観を知ることができる。性的少数者に対する寛容度のデータを構築する上で、

World Values Survey の二つの設問を用いた。第一の設問は「同性愛について、それが常に

正当化されると思うか、決して正当化されないと思うか」であり、1 から 10 までの 10 段階

で評価する。数値が高ければ高いほど正当化の度合いが高い。この設問は、石原 (2012) も

同性愛の寛容性を測る尺度として用いている。第二の設問は「隣人に同性愛者がいたら嫌か」

である。この設問では、隣人に同性愛者がいることについて、嫌であれば 1、嫌でなければ

2 を選択する。以上の 2 つの設問の回答結果を各国の回答者で平均し、その値を分析対象国

全体で標準化176した後、両設問の標準得点の平均値を性的少数者に対する寛容度とした。た

だし、一方の設問のみしか尋ねられていない国では、その設問の標準得点を用いる。 

加えて、同じく理論的に関心のある独立変数として、民主主義指標を用いる。民主主義指

標は、頑健性の確認のため、2 種類のデータを用いた。第一に Polity 5 の民主主義指標であ

る (以下、民主主義指標 (Polity))177。民主主義指標 (Polity) は 0 から 10 の 11 段階で制度

化された民主主義の度合いから同じく 0 から 10 の 11 段階で制度化された権威主義の度合

いの値を引いた-10 から 10 の 21 段階で示される値である。第二に、Freedom House の民

主主義指標である (以下、民主主義指標 (FH))178。民主主義指標 (FH) は 7 つの項目の点

数からできており、選挙プロセス、政治多元性と参加、政府の機能、表現と信仰の自由、団

体や組織の権利、法の支配、個人の自律性と個人の権利が含まれる。各項目の点数はそれぞ

れ、12 点、16 点、12 点、16 点、12 点、16 点、16 点満点で評価されている。 

その他の統制変数として、選挙制度・国際機関・宗教的要因・経済規模を投入する。選挙

制度の要因として、比例代表制ダミーは IDEA のデータを基に作成した179。比例代表制を

導入している国を 1、そうではない国を 0 とした。また、国際機関の要因として、EU 加盟

国ダミーはEUの公式サイトに基に作成した180。2017年までにEUに加盟している国を 1、

それ以外の国を 0 とした。さらに、宗教的要因としてイスラム教ダミーをCIA の「The World 

 
175 https://www.worldvaluessurvey.org/wvs.jsp (2022 年 10 月 27 日)。 
176 1 つ目の設問が 10 段階、2 つ目の設問が 2 段階で尺度に違いが生じているため、標準化

を行い、尺度を統一している。 
177 https://www.systemicpeace.org/polityproject.html (2022 年 11 月 5 日)。 
178 https://freedomhouse.org/ (2022 年 10 月 27 日)。 
179 https://www.idea.int/ (2022 年 11 月 5 日)。 
180 https://european-union.europa.eu/index_en (2022 年 10 月 27 日)。 
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Fact Book」のサイトの情報を基に作成した181。イスラム教徒が過半数を超えている国を 1、

それ以外を 0 とした。最後に、国家の経済規模を統制するため、World Bank Data から一

人当たり GDP のデータを収集した182。一人当たり GDP は自然対数化して分析に用いる。 

 

表１ 変数説明 

 

 

表２ 記述統計 

 

 

 
181 https://www.cia.gov/the-world-factbook/ (2022 年 10 月 27 日)。 
182 https://data.worldbank.org/ (2022 年 11 月 5 日)。 

変数名 変数説明 出典

性的少数者の法的保護状況 同性婚またはそれに近い制度を導入している

国を3、同性婚やそれに近い制度がない国を

2、同性愛が懲罰となる国を1と三段階で示し

た値。

International Lesbian,

Gay, Bisexual, Trans and

Intersex Association

性的少数者に対する寛容
度

以下の二つの設問の回答結果を各国の回答者
で平均し、その値を分析対象国全体で標準化

した後、両設問の標準得点を平均した値。
1. 同性愛について、それが常に正当化される

と思うか、決して正当化されないと思うか。
2. 隣人に同性愛者がいたら嫌か。

World Values Survey

民主主義指標 (Polity) 0から10の11段階で制度化された民主主義の

度合いから同じく0から10の11段階で制度化

された権威主義の度合いの値を引いた-10か

ら10の21段階で示される値。

Polity 5

民主主義指標 (FH) 選挙プロセス、政治多元性と参加、政府の機
能、表現と信仰の自由、団体や組織の権利、
法の支配、個人の自律性と個人の権利の7つ

の項目の点数から成り立つ指標。

Freedom House

比例代表制ダミー 2017年までに比例代表制を採用しているか否

かのダミー変数。

International Idea

EUダミー 2017年までにEUに加盟しているか否かのダ

ミー変数。

European Union

イスラム教ダミー 国民の多くがイスラム教徒か否かのダミー変
数。

CIA

一人当たりGDP GDP (国内総生産) ÷総人口。 World Bank Data

観測数 平均値 標準偏差 最小値 最大値

性的少数者の法的保護状況 36 2.0000 0.7817 1 3

性的少数者に対する寛容度 36 0.0000 0.9487 -1.4188 2.0493

民主主義指標 (Polity) 36 6.3714 3.2521 0 10

民主主義指標 (FH) 36 59.4722 26.6411 13 99

比例代表制ダミー 36 0.4444 0.4969 0 1

EUダミー 36 0.1111 0.3143 0 1

イスラム教ダミー 36 0.3333 0.4714 0 1

一人当たりGDP 36 16475.4333 17921.0702 1235.1890 61150.7272
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４－２．推定方法 

 

上記の変数を用いて、重回帰分析を実施した。なお、性的少数者の法的保護状況のデータ

は 2012 年～2017 年までの最大 6 年分のデータセットが揃っていたため、重回帰分析の他

に固定効果によるパネルデータ分析を行うという選択肢もあった。しかし、6 年の間で従属

変数には大きな変動がなく、固定効果モデルによるパネルデータ分析よりも、単年度の重回

帰分析を行う方が適切であると判断した。重回帰分析の結果の解釈では、国ごとの時間的に

変動しない異質性の影響を統制できていない点には注意されたい。 

 

 

５．分析結果 

 

表 3 は、2017 年の性的少数者の法的保護状況について、民主主義指標 (Polity) を用いて

重回帰分析を行った結果である。Model 1・3 では交互作用項を投入しないモデル、Model  

 

表３ 性的少数者の法的保護状況の重回帰分析 (民主主義指標 (Ｐｏｌｉｔｙ)) 

 

Model 1 Model 2 Model 3 Model 4

(定数項) 2.0718 *** 1.7594 *** 2.3953 † 2.2850 *

(0.1525) (0.2083) (1.1723) (1.0892)

民主主義指標 (Polity) -0.0107 0.0202 -0.0095 0.0253

(0.0230) (0.0264) (0.0235) (0.0264)

性的少数者に対する寛容度 0.6112 *** 0.1815 0.5251 ** 0.0205

(0.1222) (0.2363) (0.1710) (0.2675)

民主主義指標 (Polity)×寛容度 0.0554 * 0.0624 *

(0.0265) (0.0266)

比例代表制ダミー 0.4194 * 0.3109 †

(0.1894) (0.1818)

EUダミー -0.1359 -0.2285

(0.3291) (0.3081)

イスラム教ダミー -0.4887 † -0.6223 *

(0.2444) (0.2339)

log (一人当たりGDP) -0.0384 -0.0536

(0.1222) (0.1137)

調整済みR2 0.4818 0.5311 0.5406 0.6041

N 35 35 35 35

(1) ***: p < 0.001, **: p < 0.01, *: p < 0.05, †: p < 0.1。

(2) ( )内は標準誤差。

従属変数

性的少数者の法的保護状況
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2・4 では性的少数者に対する寛容度と民主主義指標 (Polity) の交互作用項を投入したモデ

ルを推定している。Model 3 を見ると、寛容度は統計的に有意に正であるが、民主主義指標 

(Polity) の係数は統計的に有意でない。既存研究の知見通り、民主主義は必ずしも性的少数

者の法的保護を拡充するものではない。 

一方、Model 4 を見ると、寛容度と民主主義指標 (Polity) の交互作用項の係数は統計的

に有意に正である。つまり、性的少数者に対する寛容度が高まるほど、民主主義が法的保護

に与える効果は強まる。仮説 1 に整合的な結果である。 

他の統制変数では、イスラム教ダミーが有意に負、比例代表制ダミーが有意に正である。

宗教的要因は性的少数者の権利保護に多大な影響を与えており、比例代表制は少数派の意

見を取り入れやすい選挙制度であることが示唆される。 

表 4 は、同様の重回帰分析を、民主主義指標 (FH) を用いて行った結果である。Model 

3 では、民主主義指標 (FH) は統計的に有意でなく、各国の自由度に注目した指標でも、

自由と性的少数者の権利保護との間に関連がないというのは意外である。一方、Model 4

では、性的少数者に対する寛容度と民主主義指標 (FH) の交互作用項は 10%水準ではある 

 

表４ 性的少数者の法的保護状況の重回帰分析 (民主主義指標 (ＦＨ)) 

 

Model 1 Model 2 Model 3 Model 4

(定数項) 1.6192 *** 1.4496 *** 2.1284 † 2.1586 *

(0.3285) (0.3686) (1.0550) (1.0161)

民主主義指標 (FH) 0.0064 0.0076 0.0029 0.0055

(0.0053) (0.0054) (0.0056) (0.0056)

性的少数者に対する寛容度 0.4564 ** 0.0817 0.4418 * -0.2003

(0.1488) (0.3987) (0.1677) (0.3899)

民主主義指標 (FH)×寛容度 0.0050 0.0086 †

(0.0050) (0.0047)

比例代表制ダミー 0.4109 * 0.4205 *

(0.1886) (0.1817)

EUダミー -0.2202 -0.3145

(0.3208) (0.3133)

イスラム教ダミー -0.4851 * -0.5794 *

(0.2359) (0.2330)

log (一人当たりGDP) -0.0328 -0.0666

(0.1124) (0.1098)

調整済みR2 0.5087 0.5091 0.5652 0.5968

N 36 36 36 36

(1) ***: p < 0.001, **: p < 0.01, *: p < 0.05, †: p < 0.1。

(2) ( )内は標準誤差。

従属変数

性的少数者の法的保護状況
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が、正に有意である。寛容度が高い国ほど、民主主義が法的保護を拡充する。 

性的少数者に対する寛容度がどのような範囲にある時に民主主義指標が性的少数者の法

的保護に影響するのかを明らかにするために限界効果プロットを作成した。 

図 1 では、各民主主義指標の性的少数者に対する法的保護状況への限界効果とその 90%

信頼区間を示している。図を見ると、いずれも性的少数者に対する寛容度が 1 を超えるあ

たりから、90%信頼区間の下限が 0 を超えている。すなわち、10%水準で統計的に有意に正

になることが分かる。反対に、寛容度が低い国では、民主主義の限界効果は有意でないか、

民主主義指標 (Polity) では、寛容度が-1 を下回ると、統計的に有意に負の関連になる。民

主主義度合いが進むと性的少数者への権利保護が進むのは性的少数者に対する寛容度が高

い国に限られ、寛容度が低い国ではこのメカニズムが機能しない、あるいは、寛容度が低い

国では民主主義国の方が性的少数者の権利保護に消極的な可能性すらあることが分かった。 

 

図１ 民主主義指標と性的少数者に対する寛容度の限界効果プロット 

 

 

 

６．結論 

 

本稿では、性的少数者に対する法的保護について、性的少数者に対する寛容度と民主主義

指標の交互作用項を用いて、民主主義が性的少数者の法的保護に与える影響のメカニズム

を明らかにしてきた。分析結果では、性的少数者の権利保護に民主主義が貢献するのは性的

少数者への寛容性が高い国に限られ、性的少数者への寛容性が低い国では、「民主的に」性

的少数者の権利保護に消極的になっていることが示唆された。 

以上の知見から、性的少数者の権利拡充のための提言を考えたい。性的少数者に対する寛

容度が高い国では、民主主義の水準を高めることが効果的であるが、性的少数者への寛容性
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が低い国では、性的少数者に対する偏見を是正することが必要である。また、既存研究の知

見に依拠すれば、国際的な機関の圧力によって外圧的に法的保護の機運を高めることが重

要であると考えられる。 

国際的な機関の圧力が法的保護を拡充した一例として、セルビアの事例がある。セルビア

は民主主義国家であるが、性的少数者に対する寛容度が低く、性的少数者の権利保護に消極

的な国だったという183。しかし、2009 年に EU 加盟を申請以降、加盟交渉を通じて EU と

の関係性を築くことによって、性的少数者の権利拡充が進んだ (Swimelar 2017)。EU のよ

うに国際的な機関が性的少数者の権利保護について国際的な圧力を醸成するような取り組

みが求められる。 
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